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目次 

 

１．快適さを支える生活基盤の向上 

17002 地籍調査事業 産業建設部 用地管理課 用地Ｇ 変更 P3 

19001 都市づくり戦略推進事業 産業建設部 都市整備課 都市計画Ｇ 変更 P4 

17003 亀山駅周辺整備事業 産業建設部 都市整備課 亀山駅前整備Ｇ 変更 P5 
17005 西野公園改修事業（公園施設） 産業建設部 土木課 施設保全Ｇ 変更 P6 
17008 空家等対策事業 産業建設部 都市整備課 住まい推進Ｇ 変更 P7 
17011 水道生活基盤整備事業 上下水道部 上水道課 上水道工務Ｇ 変更 P8 

19003 水道施設耐震化整備事業 上下水道部 上水道課 上水道工務Ｇ 変更 P9 

20001 水道施設台帳整備事業 上下水道部 上水道課 上水道工務Ｇ 追加 P10 

17013 
下水道管渠長寿命化対策事業 

(みどり町、みずほ台地区) 
上下水道部 下水道課 下水道工務Ｇ 変更 P11 

17018 橋梁長寿命化修繕事業 産業建設部 土木課 施設保全Ｇ 変更 P12 
20002 ＪＲ加太駅舎改修事業 産業建設部 産業振興課 商工業・地域交通Ｇ 追加 P13 
19004 総合防災マップ作成・配布事業 防災安全課 防災安全Ｇ 変更 P14 
19015 ため池ハザードマップ作成事業 産業建設部 産業振興課 農業Ｇ 追加 P15 
17024 橋梁耐震化補強事業 産業建設部 土木課 施設整備Ｇ 変更 P16 
19005 ブロック塀等撤去支援事業 産業建設部 都市整備課 住まい推進Ｇ 変更 P17 
20003 浸水対策計画策定事業 上下水道部 上水道課 上水道工務Ｇ 追加 P18 
20004 団体営ため池等整備事業 産業建設部 産業振興課 農業Ｇ 追加 P19 
 
２．健康で生きがいを持てる暮らしの充実 

18001 地域福祉力強化推進事業 健康福祉部 地域福祉課 福祉総務Ｇ 変更 P20 
17043 予防接種費用助成事業 健康福祉部 長寿健康課 健康づくりＧ 変更 P21 
17107 図書館整備事業 教育委員会 生涯学習課 社会教育Ｇ 変更 P22 
17057 文化会館等大規模改修事業 生活文化部 文化スポーツ課 文化共生Ｇ 変更 P23 
17058 西野公園改修事業（運動施設） 生活文化部 文化スポーツ課 スポーツ推進Ｇ 変更 P24 
 
３．交通拠点性を生かした都市活力の向上 

17061 産業振興奨励事業 産業建設部 産業振興課 商工業・地域交通Ｇ 変更 P25 
19010 亀山・関テクノヒルズ工業用水道整備事業 上下水道部 上水道課 上水道工務Ｇ 変更 P26 
19011 畜産競争力強化対策整備事業 産業建設部 産業振興課 農業Ｇ 変更 P27 
 
４．子育てと子どもの成長を支える環境の充実 

19013 井田川小学校校舎増築・給食室改修事業 教育委員会 教育総務課 施設・保健給食Ｇ 変更 P28 

17074 情報教育推進事業（小学校） 教育委員会 学校教育課 教育研究Ｇ 変更 P29 

17075 情報教育推進事業（中学校） 教育委員会 学校教育課 教育研究Ｇ 変更 P30 
17077 学力向上推進事業 教育委員会 学校教育課 教育支援Ｇ 変更 P31 
18003 子育て世代包括支援事業 健康福祉部 長寿健康課 健康づくりＧ 変更 P32 
17087 認定こども園整備事業 健康福祉部 子ども未来課 子ども総務Ｇ 変更 P33 
17090 放課後児童クラブ事業 健康福祉部 子ども未来課 子育てサポートＧ 変更 P34 
 
５．市民力・地域力の活性化 

17094 ホームページ情報発信事業 総合政策部 政策課 広報秘書Ｇ 変更 P35 
17098 移住交流促進事業 産業建設部 都市整備課 住まい推進Ｇ 変更 P36 

 

合計 34 事業 （追加：5 事業 変更：29 事業） 
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※令和元年度中に第 2 次実施計画に係る個別主要事業の追加及び変更を行ったものを掲載してい

ます。 

 

 （参考：第 2 次実施計画の変更基準） 

➀ 追 加 ・計画の対象となる主要事業の新たな追加 

➁ 変 更 

・本計画上の主要事業ごとに、単年度の事業費の 10％を超える増 

・本計画上の主要事業ごとに、単年度の事業費の 20％を超える減 

・主要事業のコンセプトや事業形成要件の大幅な変更 

➂ 廃 止 ・本計画上の主要事業の廃止 
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

地籍調査着手面積（累計）

補足
地籍調査事業に着手した区域の累計面積

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

ha

部名 産業建設部

課名 用地管理課 用地Ｇ

計画コード 事業名

17002 地籍調査事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

国土調査法

施
策
体
系

14 -

現在、法務局に備え付けられている亀山市の登記簿と公図は、明治時代に作成されたものが殆どであり、当時の測
量技術が未熟であったことから、公図をもとに実際の土地の実態を正確に把握できない状態にある。本事業は、地籍
の明確化を図り、土地利用の促進や大規模災害に備えることを目的とする。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

01:都市づくりの推進

概
要

一筆毎の土地について、所有者や地番、境界、地積などに関する調査を行い、その結果をもとに地図（公図）及び簿
冊を作成するとともに、法務局を通じ現在の公図と差し替える。なお、コンパクトシティの推進を図るため、市街地等の
居住誘導を図るべき区域を重点的に実施する。

8,643千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

18,100千円

①

8,700千円
2,604千円

44,900千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○現地確認調査
　・本町③地区、中町④地区

○測量・成果の閲覧
　・北裏①地区

○公図への反映
　・本町②地区、中町③地区

○現地確認調査
　・北町①地区、木崎町南地区

○測量・成果の閲覧
　・本町③地区、中町④地区

○公図への反映
　・北裏①地区

18,100千円

単位

4,525千円

01:計画的な都市づくりの推進

事業予定期間 年度

市民

目 01:道路橋梁総務費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 02:道路橋梁費

④
指
標

4,737千円

9,050千円

17,975千円

13,200千円

4,775千円

1,302千円

4,794千円

9,050千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 地籍調査完了面積（累計）

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○現地確認調査
　・北裏①地区

○測量・成果の閲覧
　・本町②地区、中町③地区

○公図への反映
　・中町②地区

一般財源

法務局備え付け不動産登記法第14条の地図の累計面積

3,906千円

単位

計画値 17 27 38

計画値

14 17

単位 ha ha

4

ha ha

計画値

4,525千円

4,525千円

4,525千円

ha

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・国費の配分状況等に伴う事業費の減及び年次計画の変更

特記事項最終変更日

R1.10.29
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

③

・道路交通量調査箇所の見直し等による事業費の増

特記事項最終変更日

R1.12.24

7,900千円13,900千円

組織

令和2年度 令和3年度

成
果

1

単位 プラン

計画値 1 2 3

計画値成
果

1 3

単位 組織

路線 路線

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 検討組織の設置数（累計）

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○都市計画道路の見直し
　・都市計画決定 [(都)国道1号線]

○土地利用制度の検討
　・基本調査、分析

○用途地域の見直し
　・基本調査、分析

一般財源

土地利用制度やエリアプランの検討を行う組織の数

④
指
標

5,700千円

13,000千円

13,000千円

6,100千円

0千円
24,100千円 総事業費　（①＋②） 52,000千円

名称

01:計画的な都市づくりの推進

事業予定期間 年度

市民

目 01:都市計画総務費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 04:都市計画費

概
要

都市マスタープランに掲げる「都市づくりの戦略方針」に基づき、土地利用制度の検討やエリアプランの策定を行うと
ともに、用途地域や都市計画道路の見直しを行う。また、施策検討等に必要な基礎調査を実施する。

5,700千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

7,900千円

①

6,100千円

27,900千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○都市計画道路の見直し
　・都市計画決定 [(都)和田太岡寺線]

○土地利用制度の検討
　・検討組織の設置、方針整理

○エリアプランの検討
　・基本調査、分析

○道路交通量調査
　・交差点30箇所

○都市計画道路の見直し
　・都市計画決定 [(都)木崎新所線]

○土地利用制度の検討
　・土地利用イメージ及び制度検討

○エリアプランの検討
　・エリアプランの策定 [亀山駅周辺]
　・地域意見の把握 [井田川地域]

13,900千円

単位

部名 産業建設部

課名 都市整備課 都市計画Ｇ

計画コード 事業名

19001 都市づくり戦略推進事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 03:「ＪＲ亀山駅周辺拠点力向上」プロジェクト

都市計画法、亀山市都市マスタープラン

施
策
体
系

1 9

市街地拡散や拠点機能の強化など、本市が有する都市形成上の課題に対して積極的に対応するため、都市マス
タープランの「都市づくりの戦略方針」に基づく施策を推進し、基本理念である都市の価値と魅力（都市力）の向上を目
指す。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

01:都市づくりの推進

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

都市計画道路見直し路線数（累計）

補足
都市計画決定を受けた都市計画道路の累計路線数（R1-）

令和元年度

名称 エリアプランの策定数（累計）

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

路線

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 4 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・市街地再開発事業に対する補助金の増
・亀山駅前線、駅前広場整備に係る事業費の増　　　　など

特記事項最終変更日

R2.1.14

91,100千円

409,500千円

59,600千円

776,600千円

令和2年度 令和3年度

活
動

市道御幸1・6号線道路整備事業の進捗状況
用地買収

建物等補償
工事

単位

計画値
権利変換
計画認可

2ブロック施設
建築物着工

2ブロック施設
建築物竣工

計画値
詳細設計
用地測量活

動

用地買収
建物等補償

工事

単位

用地測量
補償算定

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 事業進捗状況（市道御幸7号線）

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○2ブロック地区市街地再開発事業
　・補助金（補償等、除却・解体）
　・公共施設管理者負担金
　　　［駅前広場、亀山駅前線］（補償等）
○市道御幸7号線道路整備事業
　・用地測量、補償算定
○市道御幸1・6号線道路整備事業
　・詳細設計、用地測量
○駐輪場整備事業
　・用地買収
○バスバース整備事業
　・用地買収
○亀山駅周辺まち協支援業務

一般財源

市道御幸7号線道路整備事業の進捗状況

140,000千円

④
指
標

90,770千円

902,400千円

955,300千円
487,050千円

409,400千円

58,850千円

141,100千円

91,100千円

487,200千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 3,136,200千円

名称

02:活力ある市街地の形成

事業予定期間 年度

市民

目 01:都市計画総務費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 04:都市計画費

概
要

JR亀山駅周辺のにぎわいづくりと活性化に向け、地域とともに駅周辺の再生に取り組む中、平成27年度に策定した
亀山駅周辺市街地再開発推進計画に基づき、JR亀山駅周辺の整備を進める。

408,370千円
177,600千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

1,770,100千円

①

409,800千円
177,600千円

3,136,200千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○2ブロック地区市街地再開発事業
　・補助金（共同施設整備）
　・公共施設管理者負担金
　　　［駅前広場、亀山駅前線］（工事）
○市道御幸7号線道路整備事業
　・用地買収、建物等補償
○市道御幸1・6号線道路整備事業
　・用地買収、建物等補償
○亀山駅周辺まち協支援業務
〇費用便益分析業務

○2ブロック地区市街地再開発事業
　・補助金（共同施設整備、101条登記等）
　・公共施設管理者負担金
　　　［駅前広場、亀山駅前線］（工事）
〇駅前広場整備事業
　・工事（ｼｪﾙﾀｰ、案内板等）
○市道御幸7号線道路整備事業
　・工事
○市道御幸1・6号線道路整備事業
　・工事
○駐輪場、バスバース整備事業
　・工事
○亀山駅周辺まち協支援業務

956,300千円

単位

部名 産業建設部

課名 都市整備課 亀山駅前整備Ｇ

計画コード 事業名

17003 亀山駅周辺整備事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 03:「ＪＲ亀山駅周辺拠点力向上」プロジェクト

都市計画法、都市再開発法、都市再生特別措置法

施
策
体
系

28 3

市の玄関口であるJR亀山駅周辺の再生を進めることで、駅周辺のにぎわいづくりと活性化、利便性及び安全性の向
上を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

01:都市づくりの推進

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

事業進捗状況（2ブロック）

補足
2ブロック市街地再開発事業の進捗状況

令和元年度

名称 事業進捗状況（市道御幸1・6号線）

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 5 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・国交付金の配分状況を踏まえた年次計画の変更

特記事項最終変更日

R1.12.24

20,500千円23,500千円

令和2年度 令和3年度

活
動

1

単位 式

計画値 1 1

計画値活
動

1

単位 式

箇所

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 外周柵更新工事

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○便所改築（１箇所）
　・工事、監理委託
○公共下水道接続工事

一般財源

④
指
標

38,000千円

11,500千円

42,000千円
18,500千円

23,500千円

39,000千円

18,500千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 122,000千円

名称

04:公園・緑地の整備・利活用

事業予定期間 年度

公園利用者

目 02:公園管理費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 04:都市計画費

概
要

便所改築、公共下水道接続、外周柵更新、東屋改築、藤棚更新、体育館前の植栽植替え・ベンチ設置、中央広場修
繕、周遊遠路の舗装・照明設置

47,000千円
9,000千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

32,000千円

①

48,000千円
9,000千円

122,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○便所改築（１箇所）
　・工事、監理委託
○外周柵更新工事
○東屋改築工事（1箇所）
○藤棚更新工事（1箇所）
○植栽植替え更新工事（体育館前）
○ベンチ設置工事（体育館前）

○中央広場修繕工事
○周遊園路工事
　・舗装工事、照明設置工事

42,000千円

単位

部名 産業建設部

課名 土木課 施設保全Ｇ

計画コード 事業名

17005 西野公園改修事業（公園施設）

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 01:「健都さぷり」プロジェクト

都市公園法

施
策
体
系

29 3

令和3年に開催される第76回国民体育大会（三重とこわか国体）に向け、西野公園施設の改修を行い、円滑な大会運
営ができる環境を整備するとともに、公園利用者の利便性の向上を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

01:都市づくりの推進

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

便所改築工事

補足

令和元年度

名称 周遊園路工事

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

箇所

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 6 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・県事業廃止に伴う空き家リノベーション支援の廃止
・特定空家除却支援の追加

特記事項最終変更日

R1.12.24

2,650千円5,000千円

件

令和2年度 令和3年度

成
果

補助制度を活用した空き家のリフォーム件数
5 5

単位 件 件 件

計画値 100 100 100

計画値 5活
動

10 10

単位 件 件

10

％ ％

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 空き家情報バンクへの新規登録件数

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○特定空家等への対応
　・適正管理に関する助言、指導等
　・緊急安全措置等の実施
　・空き家データベースの更新

○空き家の活用促進
　・空き家情報バンク制度
　・空き家リノベーション支援（県・市）
　・空き家リフォーム支援（市）

○空家等対策協議会の開催

一般財源

1,000千円

④
指
標

5,040千円

1,250千円

8,400千円
3,500千円

4,900千円

1,000千円

5,100千円

3,500千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

03:空き家の対策・利活用

事業予定期間 年度

空き家所有者及び取得者

目 01:住宅管理費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 05:住宅費

概
要

空家等対策協議会において管理不全状態の空家等や特定空家等の適否や措置方針を協議し、適切な措置を講じ
る。また、空き家対策の基礎となる空き家データベースの管理・更新を行うとともに、空き家の活用を促進するため、
空き家情報バンク制度を通じた移住者と空き家所有者のマッチングや空き家等の改修に要する経費への助成を行
う。

6,040千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

3,900千円

①

6,100千円

18,500千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○特定空家等への対応
　・適正管理に関する助言、指導等
　・緊急安全措置等の実施
　・特定空家除却支援

○空き家の活用促進
　・空き家情報バンク制度
　・空き家リフォーム支援

○空家等対策協議会の開催

○特定空家等への対応
　・適正管理に関する助言、指導等
　・緊急安全措置等の実施

○空き家の活用促進
　・空き家情報バンク制度
　・空き家リフォーム支援

○空家等対策協議会の開催

8,500千円

単位

部名 産業建設部

課名 都市整備課 住まい推進Ｇ

計画コード 事業名

17008 空家等対策事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

空家等対策の推進に関する特別措置法、亀山市空家等対策の推進に関する条例

施
策
体
系

29 -

管理不全状態の空家等や特定空家等など、周辺環境に悪影響を及ぼす空家等への対策を講じることで、住環境の
維持・向上を図る。また、空き家の活用を促進し、定住促進と地域の活性化を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

02:住環境の向上

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

行政指導に対する改善率

補足
改善済み件数／指導件数

令和元年度

名称 空き家のリフォーム件数

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 7 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・詳細設計に伴う工事費の増等

特記事項最終変更日

R1.12.24

130,700千円138,600千円

％

令和2年度 令和3年度

活
動

各加圧ポンプ室完成後における使用量ピーク時間帯の水圧
状況（令和元年度は川崎地区、令和3年度は住山地区）

0.2

単位 Mpa以上 Mpa以上

計画値 100

計画値 0.2成
果

56 100

単位 ％ ％

12計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 住山地区加圧ポンプ室改良工事整備率

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○川崎加圧ポンプ室
　・外構工事
　・機械・電気設備工事

○住山加圧ポンプ室
　・登記事務
　・詳細設計
　・地質調査
　・用地買収

一般財源

実施済み事業費/総事業費

④
指
標

149,906千円

138,600千円

138,600千円

155,100千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 424,400千円

名称

01:安全でおいしい水の安定供給

事業予定期間 年度

川崎町、住山町の加圧エリアの住民

目 01:施設費

会計 11:水道公営企業会計

款 資1:資本的支出

項 01:建設改良費

概
要

　加圧ポンプの容量不足が発生し、施設の老朽化が著しい「川崎加圧ポンプ室」及び「住山加圧ポンプ室」について、
隣地土地を取得し、新たに施設を建設する。

149,906千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

130,700千円

①

155,100千円

424,400千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○住山加圧ポンプ室
　・土木建築工事、外構工事
　・建築工事監理
　・機械・電気設備工事
  

○住山加圧ポンプ室
　・土木建築工事、外構工事
　・建築工事監理
　・機械・電気設備工事

138,600千円

単位

部名 上下水道部

課名 上水道課 上水道工務Ｇ

計画コード 事業名

17011 水道生活基盤整備事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

水道法

施
策
体
系

29 3

　川崎町北部地区、住山町西部地区の水量・水圧低下を解消するため、加圧ポンプ室の機能強化を図り、安定した水
道水の供給を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

03:上下水道の充実

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

川崎地区加圧ポンプ室改良工事整備率

補足
実施済み事業費/総事業費

令和元年度

名称 水圧不足となるエリア内の給水水圧

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 8 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

③

・令和2.3年度の事業計画に関第2水源系を追加

特記事項最終変更日

R1.12.24

58,000千円31,000千円

令和2年度 令和3年度

成
果

単位

計画値 20.7 21.6 23.1

計画値

単位

％ ％

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○基幹管路耐震化整備
　・関第2水源系　L=270ｍ

一般財源

④
指
標

10,000千円

31,000千円

31,000千円

10,000千円

0千円
290,000千円 総事業費　（①＋②） 389,000千円

名称

01:安全でおいしい水の安定供給

事業予定期間 年度

市民

目 01:施設費

会計 11:水道公営企業会計

款 資1:資本的支出

項 01:建設改良費

概
要

基幹管路である水源地から配水池を経由し地区の主要部までの経路や、指定避難所や災害対策本部等の重要施設
までの経路の耐震化を進める。なお、水道施設簡易耐震診断の検証結果や被災時に与える給水の影響範囲などを
考慮し、整備優先順位を設定し耐震化を進める。

10,000千円

令和３年度令和２年度令和元年度

58,000千円

①

10,000千円

99,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○基幹管路耐震化整備
　・関第2水源系  L=500ｍ
　・第1水源系　　 L＝90ｍ

○基幹管路耐震化整備
　・関第2水源系　L=794ｍ
　・第1水源系　　 L=263ｍ

31,000千円

単位

部名 上下水道部

課名 上水道課 上水道工務Ｇ

計画コード 事業名

19003 水道施設耐震化整備事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

水道法

施
策
体
系

1 9

水道施設（管路、浄水場、配水池など）の耐震化を図ることで、地震災害発生時の水道施設への被害を低減し、非常
時における一定の給水を確保する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

03:上下水道の充実

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

基幹管路の耐震化率

補足
耐震化済延長/総延長

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 9 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

水道施設台帳整備　進捗率

補足
実施済み事業費/総事業費

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

R1.12.24

部名 上下水道部

課名 上水道課 上水道工務Ｇ

計画コード 事業名

20001 水道施設台帳整備事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

水道法

施
策
体
系

2 3

水道施設を適切に管理するための水道施設台帳を作成し、水道施設の適切な管理や計画的な施設の更新を図る。
(平成30年12月水道法の一部を改正する法律により、令和4年9月までに整備が義務付けられている。)

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

03:上下水道の充実

概
要

水道事業者として管理すべき情報が記載されている一般図、施設平面図、管路延長調書、水道施設調書等を整備・
データ化する。

令和３年度令和２年度令和元年度

50,800千円

①

81,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

〇水道施設台帳整備
　・情報収集
　･現地調査
　・ファイリング登録

〇水道施設台帳整備
　・調書作成
　・データ化処理

30,200千円

単位

01:安全でおいしい水の安定供給

事業予定期間 年度

水道施設全般

目 02:配水及び給水費

会計 11:水道公営企業会計

款 収1:水道事業費用

項 01:営業費用

④
指
標

0千円

30,155千円

30,155千円

0千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 81,000千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

一般財源

単位

計画値 37 100

計画値

単位

％ ％

計画値

50,800千円30,200千円

令和2年度 令和3年度

活
動

③

-

特記事項最終変更日

-
事業内容

事業期間

事業費

その他

- 10 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・令和元年度工事の内容・工期変更に伴う年度別事業計画の変更

特記事項最終変更日

R1.12.24

3,600千円

22,050千円

2,450千円

32,400千円

令和2年度 令和3年度

成
果

単位

計画値 47 47 58

計画値

単位

％ ％

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○管更生工事　　一式
○布設替工事　　一式
○管渠設計委託　一式
〇管内カメラ調査　一式

一般財源

28,350千円

④
指
標

3,150千円

24,000千円

49,000千円
24,500千円

22,050千円

2,450千円

28,350千円

3,150千円

24,500千円

0千円
840,000千円 総事業費　（①＋②） 1,009,000千円

名称

02:生活排水対策の推進

事業予定期間 年度

下水道処理区域内の市民

目 01:管渠整備費

会計 14:公共下水道事業会計

款 資1:資本的支出

項 01:建設改良費

概
要

下水道管設置後、特に年数が経過しているみどり町及びみずほ台の一部について、平成28年度に策定した「下水管
渠長寿命化計画」に基づき、施設の改築工事を実施する。また、次期長寿命化計画「ストックマネジメント計画」を策定
し、適切な維持管理を推進する。

60,000千円
28,500千円

令和３年度令和２年度令和元年度

60,000千円

①

60,000千円
28,500千円

169,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○ストックマネジメント計画策定
〇管更生工事　一式

○管更生工事　　一式
○布設替工事　　一式

49,000千円

単位

部名 上下水道部

課名 下水道課 下水道工務Ｇ

計画コード 事業名

17013 下水道管渠長寿命化対策事業（みどり町、みずほ台地区）

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

下水道法、都市計画法

施
策
体
系

29 17

公共下水道区域拡大による多額の投資的経費や施設の維持管理費等の増加が見込まれることから、ライフサイクル
コストの低減及び更新時期の平準化により施設の延命化を図り、日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故
発生や機能停止を未然に防止し、適切な維持管理に努める。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

03:上下水道の充実

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

整備率

補足
各年度末の整備率
（各年度整備済延長／R7までの整備延長）

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 11 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

健全度点検橋梁数（累計）

補足
健全度調査を実施した累計橋梁数
（5ヶ年点検：H31-H35）

令和元年度

名称 長寿命化修繕工事済み橋梁数（累計）

補足

計画の庁内承認日

H31.2.4

橋

部名 産業建設部

課名 土木課 施設保全Ｇ

計画コード 事業名

17018 橋梁長寿命化修繕事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

道路法・道路構造令・道路橋示方書

施
策
体
系

27 -

対処療法的な修繕から、計画的かつ予防保全的な修繕に転換し、安全で安心な道路サービスの提供を行うとともに、
橋梁の耐用年数の延長（長寿命化）や、修繕に要する経費のコスト縮減に努める。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

04:道路の保全・整備

概
要

橋梁の健全度の点検を継続して実施するとともに、長寿命化修繕計画に基づき、市が管理する全橋梁の補修を計画
的に進める。

109,045千円
59,704千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

30,000千円

①

105,000千円
57,750千円

178,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○健全度橋梁点検委託
　・85橋（橋長L=15ｍ以上）
　
○補修工事
　・北山橋、筆捨橋、下万寿寺橋

○健全度橋梁点検委託
　・60橋（橋長L=15ｍ以下）
　
○補修工事
　・布気跨道橋、市瀬橋

43,000千円

単位

04:道路施設の適切な維持管理

事業予定期間 年度

道路利用者

目 06:橋梁維持修繕費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 02:道路橋梁費

④
指
標

21,141千円

16,500千円

43,000千円
23,650千円

9,700千円

9,650千円

26,200千円

21,050千円

23,650千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 橋梁長寿命化修繕計画の改定

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○橋梁長寿命化修繕計画の改定
　・市が管理する全橋梁対象

○健全度橋梁点検委託
　・28橋（橋長L=15ｍ以上）
　
○補修工事
　・小谷跨道橋、西中谷橋、星田橋、高飛
大橋

一般財源

28,200千円

橋 橋

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

計画値 12成
果

単位

改定

5,400千円

9,700千円

9,650千円

8,100千円

令和2年度 令和3年度

活
動

修繕橋梁数（～H30）　8橋
15 17

単位 橋 橋 橋

計画値 28 113 173

③

・国交付金の配分状況及び長寿命化修繕計画の見直しに伴う年次計画の変更

特記事項最終変更日

R1.10.29
事業内容

事業期間

事業費

その他

- 12 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

事業進捗状況

補足
ＪＲ加太駅改修事業の進捗状況

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

R1.12.24

部名 産業建設部

課名 産業振興課 商工業・地域交通Ｇ

計画コード 事業名

20002 JR加太駅舎改修事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

鉄道事業法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、バリアフリー法

施
策
体
系

2 3

JR加太駅舎を改修し、鉄道利用者等の利便性を向上させるとともに、歴史観光資源や地域のにぎわい交流・情報発
信の場として活用する地域活性化拠点を整備する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

05:公共交通網の充実

概
要

西日本旅客鉄道株式会社から既存のJR加太駅舎の無償譲渡を受け、地域活性化拠点として改修するため、実施設
計及び改修工事（外構・耐震補強を含む）等を行う。また、施設の管理・運営について、西日本旅客鉄道株式会社及
び加太地区まちづくり協議会等と調整を進める。

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

37,400千円

①

42,300千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

〇加太駅舎改修
　・実施設計

○管理体制の決定

〇加太駅舎改修
　・改修工事
　・工事監理

4,900千円

単位

02:公共交通機関の利便性向上と利用促進

事業予定期間 年度

市民及び鉄道利用者

目 02:軌道交通近代化促進費

会計 01:一般会計

款 07:商工費

項 02:開発費

④
指
標

0千円

4,800千円

4,800千円

0千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 42,300千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 事業進捗率

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

一般財源

実施済み事業費／総事業費

単位

計画値 実施設計完了 工事完了

計画値

11 100

単位 ％

計画値

37,400千円4,900千円

％

令和2年度 令和3年度

活
動

③

-

特記事項最終変更日

-
事業内容

事業期間

事業費

その他

- 13 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

③

・防災マップの充実に伴う事業費の増

特記事項最終変更日

R1.12.24

0千円

5,000千円

7,800千円

令和2年度 令和3年度

活
動

単位

計画値 全戸配布

計画値

単位

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

一般財源

④
指
標

0千円

12,200千円

5,000千円

7,200千円

0千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 12,800千円

名称

03:自助・共助を基本とした防災対策の推進

事業予定期間 年度

市民、市内事業者等

目 13:災害対策費

会計 01:一般会計

款 02:総務費

項 01:総務管理費

概
要

洪水ハザードマップ、土砂災害ハザードマップ、ため池ハザードマップ、地震ハザードマップ、その他各種防災情報を
掲載した総合防災マップを作成・配布する。

令和３年度令和２年度令和元年度

①

12,800千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○総合防災マップ
　・作成、配布（冊子版・A1版）
　・HPによる公表

12,800千円

単位

部名 （防災安全課）

課名 防災安全課 防災安全Ｇ

計画コード 事業名

19004 総合防災マップ作成・配布事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 02:「安全力ジャンプアップ」プロジェクト

水防法、土砂災害防止法

施
策
体
系

2 2

近年発生が危惧される南海トラフ地震をはじめとした大規模地震、又は集中豪雨等に伴う洪水等様々な自然災害に
対して、市民、市内事業者等が正確な知識を身に付け、有事の際に円滑かつ的確な避難行動が行えるよう、総合的
な防災マップを作成し、自助・共助による防災対策の推進を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

06:安全・安心なまちづくりの推進

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

総合防災マップの配布

補足

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 14 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

ハザードマップの作成（累計）

補足

令和元年度

名称 ため池浸水想定区域図の公表

補足

計画の庁内承認日

R1.10.29

区域

部名 産業建設部

課名 産業振興課 農業Ｇ

計画コード 事業名

19015 ため池ハザードマップ作成事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

農村地域防災減災事業実施要綱

施
策
体
系

29 2

地震や豪雨によって破堤した場合、人命や財産などに大きな影響をもたらす危険性の高い農業ため池について、浸
水被害の範囲や避難場所などの情報をわかりやすく地域住民の方々に提供し、避難行動に繋げることを目的とす
る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

06:安全・安心なまちづくりの推進

概
要

農業用ため池の存在周知及び浸水被害範囲並びに緊急避難場所などを示すため池ハザードマップを作成する。ま
た、浸水想定図面が必要なため池について「ため池浸水想定区域図」を作成する。

22,900千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

①

22,900千円

22,900千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

〇ハザードマップ作成
　・資料収集、現地踏査、作成、公表

〇ため池浸水想定区域図作成
　・資料収集、現地踏査、作成、公表

※繰越明許費

単位

03:自助・共助を基本とした防災対策の推進

事業予定期間 年度

防災重点ため池が破堤した場合に影響がある住民

目 05:農地費

会計 01:一般会計

款 06:農林水産業費

項 01:農林水産業費

④
指
標

0千円 0千円

22,900千円

0千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 22,900千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 ハザードマップの公表（累計）

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

〇ハザードマップ作成
　・資料収集、現地踏査、作成、公表

〇ため池浸水想定区域図作成
　・資料収集、現地踏査、作成、公表

一般財源

22,900千円

83

単位 箇所

計画値 13 32

計画値成
果

32

単位 区域 区域

13

区域

計画値

0千円0千円

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・ため池浸水想定区域図作成の追加

特記事項最終変更日

R2.1.29
事業内容

事業期間

事業費

その他

- 15 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

耐震補強済み橋梁数（累計）

補足
耐震補強工事が完了した橋梁数

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

橋

部名 産業建設部

課名 土木課 施設整備Ｇ

計画コード 事業名

17024 橋梁耐震化補強事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 02:「安全力ジャンプアップ」プロジェクト

道路法・道路構造令・道路橋示方書

施
策
体
系

16 -

発生が懸念される南海トラフ地震等の地震災害の発生に備え、市が管理する橋梁を対象とした耐震補強を行い、市
民及び道路利用者の安心・安全を確保する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

06:安全・安心なまちづくりの推進

概
要

平成23年度に策定した橋梁耐震化補強事業計画に基づき、橋梁の耐震補強工事を計画的に実施する。

40,955千円
22,525千円

令和３年度令和２年度令和元年度

12,000千円

①

45,000千円
24,750千円

64,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○耐震設計
　・羽若橋

○耐震設計
　・新中ノ橋

○耐震補強工事
　・羽若橋

7,000千円

単位

04:災害に強いまちづくりの推進

事業予定期間 年度

市民、道路利用者

目 07:橋梁整備費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 02:道路橋梁費

④
指
標

1,930千円

6,600千円

7,000千円
3,850千円

2,800千円

350千円

18,200千円

2,050千円

3,850千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○耐震設計
　・牛谷橋

○耐震補強工事
　・星田橋
　・西畑橋
　・前田橋
　・牛谷橋

一般財源

16,500千円

単位

計画値 28 28 29

計画値

単位

橋 橋

計画値

600千円

2,800千円

350千円

4,800千円

令和2年度 令和3年度

成
果

③

・耐震化補強事業計画の見直し等に伴う年次計画の変更

特記事項最終変更日

R1.10.29
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／R１・２・３年度）

R ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

ブロック塀撤去の助成件数

補足

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

件

部名 産業建設部

課名 都市整備課 住まい推進Ｇ

計画コード 事業名

19005 ブロック塀等撤去支援事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 02:「安全力ジャンプアップ」プロジェクト

施
策
体
系

1 3

地震災害発生時等におけるブロック塀等の倒壊は、人的被害や救助作業等に支障をきたす恐れがあることから、公
道沿いのブロック塀の撤去を促進し、災害に強いまちづくりの推進を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

06:安全・安心なまちづくりの推進

概
要

公道に面したところに設置された建築基準を満たしていない私有地のブロック塀の撤去に要する費用の一部助成を
行う。

4,000千円
200千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

2,000千円

①

4,000千円
200千円

8,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○ブロック塀撤去の助成
　補助率：1/2

○ブロック塀撤去の助成
　補助率：1/2

2,000千円

単位

04:災害に強いまちづくりの推進

事業予定期間 年度

公道に面したブロック塀の所有者

目 01:住宅管理費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 05:住宅費

④
指
標

3,800千円

200千円

2,000千円
1,000千円

1,000千円

3,800千円

200千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 8,000千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 ブロック塀の撤去延長

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○ブロック塀撤去の助成
　補助率：1/2

一般財源

補助事業を活用し撤去されたブロック塀の各年度の延長合計

単位

計画値 52 25 25

計画値

400 400

単位 m m

800

件 件

計画値

1,800千円1,800千円

m

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・補助需要の増に伴う事業費の増額

特記事項最終変更日

R1.8.8
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

③

-

特記事項最終変更日

-

0千円5,350千円

令和2年度 令和3年度

活
動

単位

計画値 策定

計画値

単位

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

一般財源

④
指
標

0千円

10,700千円
5,350千円

5,350千円

0千円

5,350千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 10,700千円

名称

04:災害に強いまちづくりの推進

事業予定期間 年度

浸水実績のある地域

目 04:都市下水路費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 04:都市計画費

概
要

近年、浸水被害が発生した実績のある区域について、浸水シュミレーションを実施し、浸水区域図の作成、効果的な
整備方針を定め、浸水対策を推進していくための計画を策定する。

令和３年度令和２年度令和元年度

①

10,700千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

〇浸水対策計画策定

10,700千円

単位

部名 上下水道部

課名 下水道課 下水道工務Ｇ

計画コード 事業名

20003 浸水対策計画策定事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 02:「安全力ジャンプアップ」プロジェクト

施
策
体
系

2 2

多発するゲリラ豪雨や台風等による浸水被害の軽減を図るため、浸水対策を実施すべき区域や目標とする整備水
準、基本方針を定め、計画的に浸水対策を推進していくことを目的として、雨水浸水対策計画を策定する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適さを支える生活基盤の向上

06:安全・安心なまちづくりの推進

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

浸水対策計画の策定

補足

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

R1.12.24

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費
その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

項 01:農林水産業費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 02:「安全力ジャンプアップ」プロジェクト 目 05:農地費

施 策 の 大 綱 01:快適さを支える生活基盤の向上 財
務
科
目

会計 01:一般会計

基 本 施 策 06:安全・安心なまちづくりの推進 款 06:農林水産業費

施 策 の 方 向

②
目
的
・
概
要

対象 ため池の受益者、ため池直下の住民

目
的

農業水利施設（ため池）が地震によって破堤することにより、農地、農業用施設はもとより、地域住民の生命、財産、
公共施設にも甚大な被害が発生するおそれがある。地震による被害の影響が大きい農業用ため池の耐震性を調査
し、その現状を把握することを目的とする。

概
要

地震等で破堤した場合、農地や農業施設はもとより、住民の生命や財産、公共施設に甚大な被害が発生する恐れが
あるため池の耐震点検（地質調査と解析）を行う。

事業予定期間 1 2 年度 主な根拠法令要綱等 農村地域防災減災事業実施要項

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 産業建設部

19016 団体営ため池等整備事業 課名 産業振興課 農業Ｇ

施
策
体
系

04:災害に強いまちづくりの推進

30,000千円
国庫支出金

③
　
事
業
の
計
画

令和元年度 令和２年度 令和３年度

年
度
別
事
業
計
画

〇ため池耐震点検
　・桑原池（中庄町）
　・長田池（下庄町）
　・京丸池（三寺町）
　・鹿丸池（下庄町）
　・美泥池（下庄町）
　・北山池（下庄町）
　
　

〇ため池耐震点検
　・桑原池（中庄町）
　・長田池（下庄町）
　・京丸池（三寺町）
　・鹿丸池（下庄町）
　・美泥池（下庄町）
　・北山池（下庄町）
　
　　※繰越明許費

計
画
額

事業費

その他

一般財源 0千円 0千円 0千円

県支出金 30,000千円
地方債

30,000千円
地方債

予
算
額

事業費 30,000千円
国庫支出金

県支出金

期間内総事業費（R1-3)① 30,000千円 期間外事業費(R4以降)② 0千円 総事業費　（①＋②） 30,000千円

その他

一般財源 0千円 0千円 0千円

6
補足

単位
④
指
標

令和元年度 令和2年度 令和3年度

①

名称 ため池耐震点検調査箇所数
活
動

計画値

箇所

補足
単位

②

名称
計画値

補足
単位

③

名称
計画値

⑤
履
歴

計画の庁内承認日

R2.1.29

最終変更日 主な変更点 特記事項

- -
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

福祉委員会への参加回数

補足
コミュニティソーシャルワーカーが地域まちづくり協議会にお
ける福祉委員会に出席した回数

令和元年度

名称 世帯全体のケアプランの作成数

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

回

部名 健康福祉部

課名 地域福祉課 福祉総務Ｇ

計画コード 事業名

18001 地域福祉力強化推進事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

社会福祉法（第106条の3第1項）

施
策
体
系

30 3

地域まちづくり協議会での福祉課題を解決する仕組みを構築し、地域における助け合い・支え合い活動を促進するこ
とで、地域福祉のネットワークを強化し、多様な人々がともに暮らせる地域共生社会の実現を目指す。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

02:健康で生きがいを持てる暮らしの充実

01:地域福祉力の向上

概
要

亀山市社会福祉協議会にコミュニティソーシャルワーカー（CSW）を配置し、地域まちづくり協議会の福祉委員会にお
ける「地域の福祉課題を解決する仕組みづくり」への支援を行う。

8,400千円
6,300千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

12,600千円

①

8,400千円
6,240千円

33,600千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

〇CSWの配置
〇包括的支援体制の構築

〇CSWの配置

12,600千円

単位

03:地域での助け合い・支え合いのしくみづくり

事業予定期間 年度

市民

目 01:社会福祉総務費

会計 01:一般会計

款 03:民生費

項 01:社会福祉費

④
指
標

2,100千円

9,450千円

12,600千円
9,450千円

3,150千円

2,160千円

9,450千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 33,600千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 地域福祉課題の解決を試みる地域まちづくり協議会数

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

〇CSWの配置

一般財源

地域住民自らが福祉課題を発見し、解決する仕組みづくりに
取り組んでいる地域まちづくり協議会の数（累計）

世帯全体の実施すべき支援の基本的な方向性に関するプラ
ンの作成数

6 12

単位 件 件

計画値 50 50 50

計画値成
果

5 8

単位 地区 地区

2

回 回

計画値

3,150千円3,150千円

地区

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・ＣＳＷの正規化等による支援体制の充実

特記事項最終変更日

R1.12.24
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・予防接種助成対象にＤＰＴを追加。
・予防接種助成対象からロタを除外（Ｒ３～）

特記事項最終変更日

R1.12.24

7,100千円7,700千円

人

令和2年度 令和3年度

活
動

市内での麻しん患者発生人数
0 0

単位 人 人 人

計画値 4 4 4

計画値 0成
果

1,400 1,400

単位 人 人

1,400

回 回

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 予防接種費用助成人数

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○予防接種費用の一部助成
　・インフルエンザ、水痘、おたふくかぜ、
　 成人用肺炎球菌、MR、ロタ

○市民への周知啓発
　・広報、HP、CATV、赤ちゃん訪問、
　 幼児健康診査問診時 等での啓発

一般財源

インフルエンザ予防接種費用助成者数

④
指
標

7,300千円

7,630千円

7,630千円

7,300千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

02:疾病予防と早期発見・治療の推進

事業予定期間 年度

市民（予防接種対象者）

目 01:保健衛生総務費

会計 01:一般会計

款 04:衛生費

項 01:保健衛生費

概
要

次のワクチンについて、予防接種費用の一部を助成する。
≪対象ワクチン≫インフルエンザ、水痘、おたふくかぜ、成人用肺炎球菌、MR（定期接種もれ）、ロタ（令和2年度ま
で）、DPT

7,300千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

7,100千円

①

7,300千円

22,100千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○予防接種費用の一部助成
　・インフルエンザ、水痘、おたふくかぜ、
　 成人用肺炎球菌、MR、ロタ、
　 ＤＰＴ

○市民への周知啓発
　・広報、HP、CATV、赤ちゃん訪問、
　 幼児健康診査問診時 等での啓発

○予防接種費用の一部助成
　・インフルエンザ、水痘、おたふくかぜ、
　 成人用肺炎球菌、MR、ＤＰＴ

○市民への周知啓発
　・広報、HP、CATV、赤ちゃん訪問、
　 幼児健康診査問診時 等での啓発

7,700千円

単位

部名 健康福祉部

課名 長寿健康課 健康づくりＧ

計画コード 事業名

17043 予防接種費用助成事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 01:「健都さぷり」プロジェクト

予防接種費用助成金交付要綱（インフルエンザ、水痘・おたふくかぜ、肺炎球菌等）

施
策
体
系

24 -

予防接種の接種勧奨を行い、予防接種の普及を推進することで、感染症の地域での流行や重症化を予防し、市民の
健康保持・増進を図るとともに、保護者の経済的負担の軽減を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

02:健康で生きがいを持てる暮らしの充実

02:健康づくり・地域医療の充実

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

周知啓発の実施回数

補足
広報・ホームページ・CATV等での掲載回数

令和元年度

名称 麻しん患者発生数

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

回

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他

- 21 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

新図書館の整備進捗

補足

令和元年度

名称 市民参加型ワークショップ開催回数

補足

計画の庁内承認日

H31.2.4

部名 教育委員会事務局

課名 生涯学習課 社会教育Ｇ

計画コード 事業名

17107 図書館整備事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 03:「ＪＲ亀山駅周辺拠点力向上」プロジェクト

施
策
体
系

29 3

平成30年5月に策定した「亀山市立図書館整備基本計画」に基づき、市民の読書活動や生涯学習の拠点としての機
能の向上を図るため、JR亀山駅周辺整備における公共的機能の中核となる新図書館を整備する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

02:健康で生きがいを持てる暮らしの充実

05:学びによる生きがいの創出

概
要

令和4年度開館に向け、市街地再開発組合が建設する再開発ビル内の保留床を取得するとともに、必要なシステム
導入等を行う。また、整備と並行して管理運営等に関する検討を行う。なお、事業推進にあたっては、多様な意見を整
備内容や運営手法等に反映するため、図書館整備推進委員会や市民ワークショップを開催するとともに、図書館の
活用等の機運醸成を図るため図書館フォーラムを開催する。

1,280千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

2,029,500千円

①

1,300千円

2,606,900千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○保留床取得
○整備工事
○システム導入
　・導入検討
○管理運営
　・業者選定
○図書館整備推進委員会の開催
○ワークショップの開催
〇図書館フォーラムの開催
○先進地視察等

○保留床取得
○整備工事
○システム導入
　・ＩＣタグ導入、取付作業等
○建築工事見学会等の開催
○ワークショップの開催
〇図書館フォーラムの開催

576,100千円

単位

6,300千円

02:読書活動の推進

事業予定期間 年度

市民

目 04:図書館費

会計 01:一般会計

款 10:教育費

項 05:社会教育費

④
指
標

1,280千円

920,000千円

572,410千円
280,000千円

266,000千円

26,410千円

1,300千円

280,000千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 2,606,900千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 亀山市立図書館整備推進委員会の開催回数

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○システム導入（ICタグ）
　・業者選定、システム移行作業
○管理運営
　・管理運営計画策定
○蔵書計画
　・蔵書計画策定、地域資料収集
○図書館整備推進委員会の開催
○ワークショップの開催
○先進地視察等

一般財源

4 4

単位 回 回 回

計画値 着手 完成

計画値 4活
動

4 4

単位 回 回

4計画値

498,200千円

266,000千円

30,100千円

回

605,000千円

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・詳細設計に伴う整備工事費の増
・図書館フォーラムの追加

特記事項最終変更日

R2.1.14
事業内容

事業期間

事業費
その他

- 22 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

文化会館大ホール電動昇降装置巻上機取替工事　進捗率

補足
実施済み事業費／総事業費

令和元年度

名称 文化会館大ホール雑幕取替工事　進捗率

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

部名 生活文化部

課名 文化スポーツ課 文化共生Ｇ

計画コード 事業名

17057 文化会館等大規模改修事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

亀山市文化会館条例、亀山市中央コミュニティセンター条例

施
策
体
系

27 3

文化会館及び中央コミュニティセンターは、築30年以上が経過しており、老朽化により不調となっている機器や耐用年
数を経過している設備等の改修の必要が生じてきていることから、経年劣化等がみられる設備を計画的に改修し、文
化会館及び中央コミュニティセンターの設備等の長寿命化と利便性の向上を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

02:健康で生きがいを持てる暮らしの充実

06:文化芸術の振興と文化交流の促進

概
要

耐用年数が経過している大ホール電動昇降装置巻上機の取替工事や大ホールの照明設備の操作卓、調光盤の交
換修繕工事等を実施する。

38,720千円

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

29,000千円

①

48,400千円

106,000千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○文化会館大ホール冷却塔改修工事
  ・設計見直し業務
  ・監理業務
　・改修工事

〇文化会館大ホール調光盤室　盤間配線
交換修繕工事
　・改修工事

○文化会館大ホール緞帳チチ紐取替工事
　・改修工事

○文化会館大ホール雑幕取替工事
　・改修工事

28,600千円

単位

03:文化の拠点づくり

事業予定期間 年度

施設利用者

目 07:文化振興費

会計 01:一般会計

款 10:教育費

項 05:社会教育費

④
指
標

38,720千円

27,500千円

27,500千円

48,400千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 106,000千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 文化会館大ホール冷却塔改修工事　進捗率

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○文化会館大ホール電動昇降装置巻上
機取替工事
　・改修工事

一般財源

実施済み事業費／総事業費

実施済み事業費／総事業費
100

単位 ％

計画値 100

計画値活
動

100

単位 ％

計画値

29,000千円28,600千円

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・冷却塔改修工事の設計見直しに伴う事業費の増

特記事項最終変更日

R1.12.24
事業内容

事業期間

事業費

その他

- 23 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

西野公園運動施設改修工事　進捗率

補足
実施済み事業費／総事業費

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

部名 生活文化部

課名 文化スポーツ課 スポーツ推進Ｇ

計画コード 事業名

17058 西野公園改修事業（運動施設）

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

施
策
体
系

28 2

三重県で開催が予定されている令和3年の第76回国民体育大会（三重とこわか国体）を契機として、競技会場となる
西野公園運動施設の改修を行うことで、一般利用者の利便性向上を図るとともに、大規模な大会等の開催に適した
拠点づくりを進める。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

02:健康で生きがいを持てる暮らしの充実

07:スポーツの推進

概
要

国体においてウエイトリフティング競技と軟式野球競技の開催が予定されていることから、西野公園野球場改修工事
など競技場の整備や周辺環境整備を行う。

181,500千円

令和３年度令和２年度令和元年度

①

194,500千円

228,500千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○西野公園体育館外部階段改修工事

○西野公園運動広場側溝蓋取替修繕工
事

〇西野公園体育館ウエイトリフティング練
習場設置工事

34,000千円

単位

02:スポーツの拠点づくり

事業予定期間 年度

市民

目 02:体育施設費

会計 01:一般会計

款 10:教育費

項 06:保健体育費

④
指
標

99,168千円

31,000千円

31,000千円

48,000千円
146,500千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 228,500千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○西野公園野球場整備改修工事
　（内野黒土舗装・外野芝生舗装・排水施
設整備・バックネット改修）

○西野公園野球場周辺環境整備改修工
事

○西野公園運動施設下水道接続工事

一般財源
82,332千円

単位

計画値 83 100

計画値

単位

％

計画値

0千円34,000千円

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・ウエイトリフティング練習場設置工事の追加

特記事項最終変更日

R1.12.24
事業内容

事業期間

事業費

その他

- 24 -



主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・企業の操業予定時期の変更に伴う年次計画の変更

特記事項最終変更日

R2.1.14

89,000千円0千円

人

令和2年度 令和3年度

活
動

単位

計画値 1 3 5

計画値

30 50

単位 人 人

10

事業者 事業者

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 奨励措置指定事業者の新規雇用者の数

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

〇奨励金交付対象事業者　2件
　・新設（交付3年目） 1件
　・増設（交付3年目） 1件

〇新規奨励措置指定事業者　1件
　・新設　1件

一般財源

奨励措置指定事業者の指定にかかる新規雇用者の累計

④
指
標

49,360千円

0千円

0千円

49,400千円

0千円
708,200千円 総事業費　（①＋②） 846,600千円

名称

01:持続可能な産業構造の構築

事業予定期間 年度

市内において事業所の新設、増設又は移設をする事業者

目 01:開発費

会計 01:一般会計

款 07:商工費

項 02:開発費

概
要

亀山市産業振興条例に基づき、市内において事業所の新設、増設又は移設をする事業者に対し奨励金を交付する。

49,360千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

89,000千円

①

49,400千円

138,400千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

〇新規奨励措置指定事業者　3件
　・新設　3件

〇奨励金交付対象事業者　3件
　・新設（交付1年目） 3件

〇新規奨励措置指定事業者　2件
　・新設　2件

0千円

単位

部名 産業建設部

課名 産業振興課 商工業・地域交通Ｇ

計画コード 事業名

17061 産業振興奨励事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

亀山市産業振興条例

施
策
体
系

16 5

産業の集積や高度化をはじめ、地域産業の活性化、就労の場や税収の確保などに寄与するため、企業の新規立地
や既存企業の設備投資を促進するとともに、雇用の拡大を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

03:交通拠点性を生かした都市活力の向上

01:企業活動の促進・働く場の充実

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

奨励措置指定事業者の数

補足
新たに奨励措置指定事業者として指定した事業者の累計

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

事業者

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

項 01:建設改良費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ - 目 01:施設費

施 策 の 大 綱 03:交通拠点性を生かした都市活力の向上 財
務
科
目

会計 12:工業用水道公営企業会計

基 本 施 策 01:企業活動の促進・働く場の充実 款 資1:資本的支出

施 策 の 方 向

②
目
的
・
概
要

対象 亀山・関テクノヒルズ進出企業

目
的

亀山・関テクノヒルズ内に工業用水道を整備することで、新たに進出する企業が必要な事業活動を展開することがで
きる環境を整える。

概
要

工業用配水施設、給水施設及び量水装置の工事を施工する。

事業予定期間 1 2 年度 主な根拠法令要綱等 工業用水道事業法

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 上下水道部

19010 亀山・関テクノヒルズ工業用水道整備事業 課名 上水道課 上水道工務Ｇ

施
策
体
系

01:持続可能な産業構造の構築

74,400千円 16,600千円
国庫支出金

③
　
事
業
の
計
画

令和元年度 令和２年度 令和３年度

年
度
別
事
業
計
画

〇配水施設工事　L=665ｍ

〇給水施設工事　2社

〇量水装置　2社

計
画
額

事業費

その他 74,400千円
一般財源 0千円 16,600千円 0千円

県支出金

地方債

地方債

予
算
額

事業費 73,000千円 16,479千円
国庫支出金

県支出金

期間内総事業費（R1-3)① 91,000千円 期間外事業費(R4以降)② 0千円 総事業費　（①＋②） 91,000千円

その他 73,000千円
一般財源 0千円 16,479千円 0千円

2
補足

単位 社 社
④
指
標

令和元年度 令和2年度 令和3年度

①

名称 給水企業数
成
果

計画値 0

補足
単位

②

名称
計画値

補足
単位

③

名称
計画値

⑤
履
歴

計画の庁内承認日

H30.12.27

最終変更日 主な変更点 特記事項

R1.12.24 ・工事内容の見直しによる事業費の減等
事業内容

事業期間

事業費
その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

③

・CSF発生に伴う年次計画の変更等

特記事項最終変更日

R1.10.29

65,600千円

0千円

令和2年度 令和3年度

活
動

単位

計画値 1

計画値

単位

件

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

一般財源

④
指
標

66,260千円

66,260千円

0千円
0千円 総事業費　（①＋②） 65,600千円

名称

02:農業経営の安定化

事業予定期間 年度

四日市ポーククラスター協議会

目 04:畜産業費

会計 01:一般会計

款 06:農林水産業費

項 01:農林水産業費

概
要

協議会の中心的な経営体が、飼養規模の拡大、飼養管理の改善及び畜産環境保全への対応を目的として行う畜舎
の増設に伴い整備する離乳舎建設に要する費用に対し、 四日市ポーククラスター協議会を通して財政的支援を行
う。

令和３年度令和２年度令和元年度

①

65,600千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

〇畜産施設等整備事業費補助金の交付

　補助率：1/2　（国　10/10）

65,600千円

単位

部名 産業建設部

課名 産業振興課 農業Ｇ

計画コード 事業名

19011 畜産競争力強化対策整備事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業実施要綱

0

2 2

四日市ポーククラスター協議会が地域一体となって畜産の収益性の向上を図るために策定した畜産クラスター計画
に基づき、中心的な経営体が実施する、飼養規模の拡大、飼養管理の改善及び畜産環境保全への対応を支援する
ことを目的とする。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

03:交通拠点性を生かした都市活力の向上

03:農林業の振興

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

補助金交付件数

補足

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

R ～ R

⑤
履
歴

最終変更日

R1.12.24

主な変更点

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

対象

校舎増築

補足

令和元年度

名称 給食室改修（洗浄機置場拡張）

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

部名 教育委員会事務局

課名 教育総務課 施設・保健給食Ｇ

計画コード 事業名

19013 井田川小学校校舎増築・給食室改修事業

目
的

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

施
策
体
系

1 2

10:教育費

項

井田川小学校区では宅地開発の進行により、今後、井田川小学校の児童数増加が見込まれている。これに伴い想定
される「校舎の教室不足」や、「給食室のスペース不足」等に備えることで、今後も引き続き子どもたちが安全で快適な
学校生活を送ることができる環境を整備する。また、併せて給食室が抱える老朽化等の諸課題を解消する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

01:子どもたちの豊かな学びと成長

事業予定期間

会計 01:一般会計

款

概
要

既存のプール付属室がある場所に生活科室及び会議室を増築し、増築校舎の下の階にプール付属室を設ける。（既
存の生活科室と会議室を教室として転用）給食室は、食器食缶洗浄機置場やワゴンプールを拡張するとともに、調理
員用トイレを増築する。

21,560千円

02:学びの環境の充実

年度

井田川小学校の児童

目 01:学校管理費

02:小学校費

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

①

290,700千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

227,100千円

国庫支出金

249,000千円

単位

41,700千円

②

④
指
標

21,560千円

247,800千円
10,900千円

9,800千円

41,700千円

総事業費　（①＋②） 290,700千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

期間内総事業費（R1-3)①

名称 給食室改修（ワゴンプール拡張・調理員用トイレ増築）

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

10,900千円

○校舎増築
　・工事

○給食室改修
　・ワゴンプール拡張（工事）
　・調理員用トイレ増築（工事）

○校舎増築
　・設計
　・地質調査
　・用地測量

○給食室改修
　・ワゴンプール拡張（設計）
　・調理員用トイレ増築（設計）
　・食器食缶洗浄機置場拡張（工事）

一般財源

9,800千円地方債

設計

0千円

事業費

0千円228,300千円

単位

活
動

計画値

計画値 工事

工事

単位

設計計画値

工事

0千円

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・工事費の増による事業費の増
・国庫支出金及び地方債の精査に伴う一般財源の増

特記事項

事業内容
事業期間

事業費
その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・校内通信ネットワーク整備の追加

特記事項最終変更日

R2.1.29

44,600千円42,800千円

％

令和2年度 令和3年度

活
動

必要な情報を得る手段、わかりやすく伝える手段として、タブ
レット等を活用できる児童数/全児童数（小学校5,6年生対象）

85 90

単位 ％ ％ ％

計画値 90 95 100

計画値 80成
果

96 97

単位 ％ ％

95

％ ％

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 情報活用能力が身についた児童の割合

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○情報機器関連
　・パソコン教室関連機器賃貸借
　・職員共有パソコン賃貸借
　・情報機器の保守、管理
　・校内通信ネットワーク整備
○活用支援
　・ICT支援員の配置
○教員研修等
　・情報教育研修会の開催
　・先進校視察・研究会等への参加

一般財源

情報収集の手段としてタブレットやパソコンを活用できる児童/
全児童数（小学校3,4年生対象）

53,700千円

④
指
標

26,118千円

41,700千円

41,700千円

53,700千円

29,100千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

03:子どもたちの育ちのための学びの展開

事業予定期間 年度

小学校の児童及び教員

目 02:教育振興費

会計 01:一般会計

款 10:教育費

項 02:小学校費

概
要

情報教育に関連するサーバ等、学校内ネットワークの保守整備を行うとともに、教育の情報化に対応する環境を整備
する。また、情報教育を担う教員への研修を行うとともに、情報インストラクターを派遣し、必要な支援を行う。

133,518千円
53,700千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

44,600千円

①

136,500千円
53,700千円

223,900千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○情報機器関連
　・パソコン教室関連機器賃貸借
　・職員共有パソコン賃貸借
　・情報機器の保守、管理
　・校務用PCのメモリ増設
  ・校内通信ネットワーク整備(繰越明許)
○活用支援
　・ICT支援員の配置
○教員研修等
　・情報教育研修会の開催
　・先進校視察・研究会等への参加

○情報機器関連
　・パソコン教室関連機器賃貸借
　・職員共有パソコン賃貸借
　・校務用サーバ等関連機器賃貸借
　・情報機器の保守、管理
○活用支援
　・ICT支援員の配置
○教員研修等
　・情報教育研修会の開催
　・先進校視察・研究会等への参加

42,800千円

単位

部名 教育委員会事務局

課名 学校教育課 教育研究Ｇ

計画コード 事業名

17074 情報教育推進事業（小学校）

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

学校教育の情報化の推進に関する法律・第3期教育振興基本計画

施
策
体
系

19 -

子ども達の確かな学力を育成するため、ICTを活用することで学習への意欲・関心を高めたり、わかりやすい授業を実
現したりするとともに、子ども達が授業の中心となり、互いに学び合い、高めあう環境を整備する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

01:子どもたちの豊かな学びと成長

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

タブレットを授業で活用する教員の割合

補足
タブレットを活用した授業を行う教員/全教員数

令和元年度

名称 タブレットやパソコンを活用できる児童の割合

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・校内通信ネットワーク整備の追加

特記事項最終変更日

R2.1.29

19,400千円20,600千円

％

令和2年度 令和3年度

活
動

必要な情報を得るため、わかりやすく伝えるための適切な手
段として、タブレット等を選択し、活用できる生徒数/全生徒数

85 90

単位 ％ ％ ％

計画値 90 95 100

計画値 80成
果

98 99

単位 ％ ％

97

％ ％

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 情報処理能力が身についた生徒の割合

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○情報機器関連
　・パソコン教室関連機器賃貸借
　・職員共有パソコン賃貸借
　・情報機器の保守、管理
　・校内通信ネットワーク整備
○活用支援
　・ICT支援員の配置
○教員研修等
　・情報教育研修会の開催
　・先進校視察・研究会等への参加

一般財源

表計算ソフト等を使った情報処理ができる生徒数/全生徒数
（中学3年生対象）

20,500千円

④
指
標

13,355千円

15,600千円

15,600千円

20,500千円

15,500千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

03:子どもたちの育ちのための学びの展開

事業予定期間 年度

中学校の生徒及び教員

目 02:教育振興費

会計 01:一般会計

款 10:教育費

項 03:中学校費

概
要

情報教育に関連するサーバ等、学校内ネットワークの保守整備を行うとともに、教育の情報化に対応する環境を整備
する。また、情報教育を担う教員への研修を行うとともに、情報インストラクターを派遣し、必要な支援を行う。

54,355千円
20,500千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

19,400千円

①

56,500千円
20,500千円

96,500千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○情報機器関連
　・パソコン教室関連機器賃貸借
　・職員共有パソコン賃貸借
　・情報機器の保守、管理
　・校務用PCのメモリ増設
  ・校内通信ネットワーク整備(繰越明許)
○活用支援
　・ICT支援員の配置
○教員研修等
　・情報教育研修会の開催
　・先進校視察・研究会等への参加

○情報機器関連
　・パソコン教室関連機器賃貸借
　・職員共有パソコン賃貸借
　・校務用サーバ等関連機器賃貸借
　・情報機器の保守、管理
○活用支援
　・ICT支援員の配置
○教員研修等
　・情報教育研修会の開催
　・先進校視察・研究会等への参加

20,600千円

単位

部名 教育委員会事務局

課名 学校教育課 教育研究Ｇ

計画コード 事業名

17075 情報教育推進事業（中学校）

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

学校教育の情報化の推進に関する法律・第3期教育振興基本計画

施
策
体
系

19 -

子ども達の確かな学力を育成するため、ICTを活用することで学習への意欲・関心を高めたり、わかりやすい授業を実
現したりするとともに、子ども達が授業の中心となり、互いに学び合い、高めあう環境を整備する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

01:子どもたちの豊かな学びと成長

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

タブレットを授業で活用する教員の割合

補足
タブレットを活用した授業を行う教員/全教員数

令和元年度

名称 タブレットやパソコンを活用できる生徒の割合

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／R１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

全国学力学習状況調査の結果

補足
市の平均正答率と全国の平均正答率の差
(全国学力学習状況調査）

令和元年度

名称 家庭学習の状況

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

％

部名 教育委員会事務局

課名 学校教育課 教育支援Ｇ

計画コード 事業名

17077 学力向上推進事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 05:「そして、親となるまち」プロジェクト

施
策
体
系

27 -

児童生徒一人ひとりの「確かな学力」の向上を図るため、「亀山市学校教育ビジョン」「亀山市学力向上推進計画」に
基づいた取組を推進する。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

01:子どもたちの豊かな学びと成長

概
要

児童生徒の学力の状況や課題を把握し、各種施策によりその向上を図る。研修会を開催することや、先進地視察等
により、授業改善に努めるとともに学習環境を充実させるなどして総合的に学力向上への取組をすすめる。

4,213千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

3,800千円

①

4,300千円

11,900千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○補充学習支援教材の活用
○中学校への運動部支援員の派遣
○教職員への各種研修会の開催
○かめやまっ子チャレンジの実施

○補充学習支援教材の活用
○中学校への運動部支援員の派遣
○教職員への各種研修会の開催
○かめやまっ子チャレンジの実施

3,800千円

単位

03:子どもたちの育ちのための学びの展開

事業予定期間 年度

市内小中学校の児童生徒及び教職員

目 01:教育研究費

会計 01:一般会計

款 10:教育費

項 08:教育研究費

④
指
標

3,760千円

3,800千円

3,800千円

500千円

3,800千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 授業理解度

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○補充学習支援教材の活用
○中学校への運動部支援員の派遣
○教職員への各種研修会の開催
○かめやまっ子チャレンジの実施
〇学力定着に課題を抱える学校の重点
的・包括的支援に関する実践研究（小・中
学校）の実施

一般財源

学校での授業を理解している子どもの割合
（学校評価アンケート）

453千円

家庭で自ら計画を立てて勉強していると答えた児童生徒の割
合(全国学力学習状況調査　児童・生徒質問紙）

小64
中69

小65
中70

単位 ％ ％ ％

計画値 3 3 3

計画値
小63
中68成

果

小90
中83

小92
中85

単位 ％ ％

小89
中81

％ ％

計画値

3,800千円3,800千円

％

令和2年度 令和3年度

成
果

③

・県事業「学力定着に課題を抱える学校の重点的・包括的支援に関する実践研究」
の追加

特記事項最終変更日

R1.8.8
事業内容

事業期間

事業費
その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

③

・妊婦歯科健診の追加

特記事項最終変更日

R1.12.24

30千円
79,210千円

700千円

30千円
79,210千円

％

令和2年度 令和3年度

活
動

母子健康手帳交付時、出産後にリスクの恐れがあると判断し
たケースについての赤ちゃん訪問時のフォロー率

100 100

単位 ％ ％ ％

計画値 4 4 4

計画値 100活
動

100 100

単位 ％ ％

100

回 回

計画値

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 子育てプランの作成

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○母子健康手帳の交付、子育てプランの
作成
○健康診査、産前・産後サポート事業等
　妊婦健診、産婦健診、乳児健診、
　幼児健診、母子保健教室・育児相談、
　電話相談、助産師による個別相談
　新生児訪問、赤ちゃん訪問
　養育支援訪問、産後ケア事業、
　新生児聴覚スクリーニング検査費用
　助成
○関係機関との連携
○集団指導室等の修繕、備品購入

一般財源

母子健康手帳交付時、子育てプランを作成した割合

20千円

30千円

④
指
標

64,027千円

5,760千円

81,160千円
5,567千円
1,778千円

30千円
73,785千円

700千円

30千円
82,310千円

5,760千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

01:健やかに産み育てられるための支援の充実

事業予定期間 年度

妊産婦、乳幼児とその保護者

目 01:保健衛生総務費

会計 01:一般会計

款 04:衛生費

項 01:保健衛生費

概
要

妊娠期から乳幼児期（特に3歳までの子育て期）にわたり、妊娠の届出等の機会に得た情報を基に、妊娠・出産・子育
てに関する相談に応じ、必要に応じて個別に支援プランを作成し、保健・医療・福祉・教育等の関係機関による切れ目
のない支援を行う。

73,940千円
9,863千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

85,700千円

①

91,900千円
8,860千円

263,300千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○母子健康手帳の交付、子育てプランの
作成
○健康診査、産前・産後サポート事業等
　妊婦健診、産婦健診、乳児健診、
　幼児健診、母子保健教室・育児相談、
　電話相談、助産師による個別相談
　新生児訪問、赤ちゃん訪問
　養育支援訪問、産後ケア事業、
　新生児聴覚スクリーニング検査費用
　助成、妊婦歯科健診
○関係機関との連携

○母子健康手帳の交付、子育てプランの
作成
○健康診査、産前・産後サポート事業等
　妊婦健診、産婦健診、乳児健診、
　幼児健診、母子保健教室・育児相談、
　電話相談、助産師による個別相談
　新生児訪問、赤ちゃん訪問
　養育支援訪問、産後ケア事業、
　新生児聴覚スクリーニング検査費用
　助成、妊婦歯科健診
○関係機関との連携

85,700千円

単位

700千円

部名 健康福祉部

課名 長寿健康課 健康づくりＧ

計画コード 事業名

18003 子育て世代包括支援事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 05:「そして、親となるまち」プロジェクト

母子保健法、児童福祉法

施
策
体
系

30 -

安心して妊娠・出産・子育てができる環境を整えるため、妊娠期から乳幼児期（特に3歳までの子育て期）にわたるま
で切れ目のない包括的な支援体制を整備することを目的とする。平成29年4月に改正母子保健法の施行により、子育
て世代包括支援センターの設置が市町村の努力義務として法定化された。さらに、「ニッポン一億総活躍プラン」にお
いては、令和2年度末までの全国展開を目指すとされている。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

02:安心して産み育てられる環境づくりの推進

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

事業の周知回数

補足
市広報及びホームページ等による事業の周知回数（延回数）

令和元年度

名称 出産後にリスクの恐れがあるケースへのフォロー率

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

回

主な変更点

⑤
履
歴

事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

基本設計

補足

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

部名 健康福祉部

課名 子ども未来課 子ども総務Ｇ

計画コード 事業名

17087 認定こども園整備事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 05:「そして、親となるまち」プロジェクト

児童福祉法　子ども子育て支援法

施
策
体
系

29 6

保育を必要とするすべての子どもが保育を受けることができるよう、保育需要に応じた施設の確保・充実を図るととも
に、保護者の就労形態やニーズに応じた多様な保育サービスの提供に努め、仕事と子育てが両立しやすい環境整備
を行う。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

02:安心して産み育てられる環境づくりの推進

概
要

幼稚園と保育所の特長を合わせ持ち、保護者の就労状況にかかわらず利用できる教育と保育を一体的に行う施設と
して、市内の拠点園となる療育等機能を付加した認定こども園を整備する。

活
動

令和３年度令和２年度令和元年度

156,900千円

①

157,300千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○基本構想策定

○設計関係
　・基本設計（着手）

○設計関係
　・基本設計（完了）
　・実施設計（着手）

○調査関係
　・地質調査
　・埋蔵文化財調査

○届出関係
　・環境保全条例（届出）　等

400千円

単位

02:就学前教育・保育施設の再編・整備

事業予定期間 年度

就学前児童及びその保護者

目 03:保育所費

会計 01:一般会計

款 03:民生費

項 02:児童福祉費

④
指
標

0千円

33,060千円

0千円

0千円

0千円

0千円
917,000千円 総事業費　（①＋②） 1,074,300千円

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 実施設計

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

一般財源

単位

計画値 着手 完了

計画値

着手

単位

計画値

94,140千円400千円

29,700千円

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・課題検討に伴う事業期間の延長

特記事項最終変更日

R1.12.24
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

放課後児童クラブの充足率

補足
受入件数/申込件数

令和元年度

名称

補足

計画の庁内承認日

H31.1.15

％

部名 健康福祉部

課名 子ども未来課 子育てサポートＧ

計画コード 事業名

17090 放課後児童クラブ事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 05:「そして、親となるまち」プロジェクト

児童福祉法、放課後児童健全育成事業実施要綱

施
策
体
系

17 -

就労等により保護者が昼間に家にいない小学生の安全な居場所を確保し、保護者が就労等と子育ての両立ができる
環境づくりを行う。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

02:安心して産み育てられる環境づくりの推進

概
要

放課後児童クラブを運営する地域組織および社会福祉法人等に、クラブ運営に必要な経費に対する補助を行う。ま
た、亀山南小学校敷地内に放課後児童クラブを整備する。

190,000千円
50,050千円

令和３年度令和２年度令和元年度

148,400千円

①

191,100千円
50,090千円

487,900千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○放課後児童クラブの運営補助
　・22施設（公設9、民設13）

○放課後児童クラブの運営補助
　・22施設（公設9、民設13）

148,400千円

単位

44,610千円

04:仕事と子育てが両立できる環境づくり

事業予定期間 年度

小学生および保護者

目 01:児童福祉総務費

会計 01:一般会計

款 03:民生費

項 02:児童福祉費

④
指
標

88,935千円

43,720千円

148,660千円
43,700千円
44,690千円

50千円
60,220千円

51,000千円

90,010千円

43,720千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○放課後児童クラブの運営補助
　・21施設（公設8、民設13）

○放課後児童クラブの開始補助
　・2施設

○放課後児童クラブの整備
　（亀山南小学校区）

一般財源

50,965千円

50千円

単位

計画値 100 100 100

計画値

単位

％ ％

計画値

60,070千円

44,610千円

60,070千円

令和2年度 令和3年度

成
果

③

・民設放課後児童クラブの増

特記事項最終変更日

R1.10.29
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

ホームページ年間更新件数

補足
ホームページ（新規・既存）の年間更新件数

令和元年度

名称 SNSでの年間情報発信件数

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

件

部名 総合政策部

課名 政策課 広報秘書Ｇ

計画コード 事業名

17094 ホームページ情報発信事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ -

施
策
体
系

19 ‐

市内外の人が、市の施策や魅力をどこでも必要な時に習得できるよう、ホームページにより情報を発信する。また、よ
り身近で情報を取得しやすい環境を整え、市民参画や協働を促進するため、フェイスブック等のSNSツールを利用す
るなど、ICTを活用したコミュニケーション機能の充実を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

05:市民力・地域力の活性化

02:市民参画・協働の推進と多様な交流活動の促進

概
要

市ホームページにより、タイムリーで安定的な市政情報の発信を行うとともに、他の広報媒体と連動した全庁的な情
報発信力の強化を図るため、ウェブアクセシビリティやSNS等に関する職員研修を継続する。また、より効果的かつ効
率的なホームページ運用のため、現行のシステムを見直し、シティプロモーション専用サイトとの統合やサーバのクラ
ウド化を含めた研究・検討を行い、システムの更新を行う。

6,684千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

4,300千円

①

6,700千円

21,500千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○ホームページの運用
　・サーバの賃借・利用
　・ホームページでの情報発信
　・保守管理

○ホームページ更新準備
　・ホームページ構成検討
　・ページ作成

○CMS操作・アクセシビリティ・SNS活用等
の研修の実施（年1回）

○ホームページの運用
　・サーバの使用
　・ホームページでの情報発信
　・保守管理

○CMS操作・アクセシビリティ・SNS活用等
の研修の実施（年1回）

10,500千円

単位

01:市民参画・協働の推進

事業予定期間 年度

市民及び市外の人

目 02:広報活動費

会計 01:一般会計

款 02:総務費

項 01:総務管理費

④
指
標

6,164千円

10,330千円

475千円
9,855千円

520千円
6,180千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 ホームページ年間閲覧件数

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○ホームページの運用
　・サーバの賃借
　・ホームページでの情報発信
　・保守管理
　・システム更新に関する研究・検討

○CMS操作・アクセシビリティ・SNS活用等
の研修の実施（年1回）

一般財源

ホームページの年間閲覧件数

520千円

フェイスブックでの年間情報発信件数
180 190

単位 件 件 件

計画値 1,500 1,600 1,700

計画値 170活
動

620,000 630,000

単位 件 件

610,000

件 件

計画値

500千円
3,800千円

500千円
10,000千円

件

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・ホームぺージの更新方法の見直しに伴う事業費の減

特記事項最終変更日

R1.12.24
事業内容

事業期間

事業費

その他
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主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

主な変更点

⑤
履
歴

③
　
事
業
の
計
画

②
目
的
・
概
要

①
基
本
事
項

移住フェアの出展回数

補足
全国フェア、三重県相談会などでの出展回数

令和元年度

名称 移住件数

補足

計画の庁内承認日

H30.12.27

回

部名 産業建設部

課名 都市整備課 住まい推進Ｇ

計画コード 事業名

17098 移住交流促進事業

目
的

対象

主な根拠法令要綱等

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 05:「そして、親となるまち」プロジェクト

施
策
体
系

28 -

亀山市人口ビジョンにおいて定めた人口の将来展望（2060年に概ね5万人の総人口確保）の達成に向け、本市への
移住を促進し、転入者の増加を図る。

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

05:市民力・地域力の活性化

02:市民参画・協働の推進と多様な交流活動の促進

概
要

本市が移住先として選ばれるため、移住に関する情報発信を行うとともに、移住の後押しができるよう移住体験など
の機会を設ける。また、空き家情報バンクの情報を積極的に発信し、移住促進と空き家対策の一体的な事業推進を
図る。

3,000千円

成
果

令和３年度令和２年度令和元年度

4,200千円

①

3,000千円

11,400千円 期間外事業費(R4以降)②

事業費

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

○相談体制の確立
　・移住相談窓口の設置
　・定住支援員の配置
○移住情報の発信
　・全国移住フェアへの出展
　・市ＨＰへの掲載　　　　　　　など
○体験機会の創出
　・移住体験ツアーの実施
〇移住と就業の支援
　・東京圏からの移住支援金の給付
　・Uターン就職ワークショップの開催

○相談体制の確立
　・移住相談窓口の設置
　・定住支援員の配置
○移住情報の発信
　・全国移住フェアへの出展
　・市ＨＰへの掲載　　　　　　　など
○体験機会の創出
　・移住体験ツアーの実施
〇移住と就業の支援
　・東京圏からの移住支援金の給付
　・Uターン就職ワークショップの開催

4,200千円

単位

250千円

04:移住交流の促進

事業予定期間 年度

移住希望者、移住者

目 01:住宅管理費

会計 01:一般会計

款 08:土木費

項 05:住宅費

④
指
標

3,000千円

500千円

4,130千円

750千円

3,380千円

3,000千円

500千円

0千円
- 総事業費　（①＋②） -

名称

計
画
額

その他

一般財源

県支出金

地方債

事業費

国庫支出金

②

期間内総事業費（R1-3)①

名称 移住相談件数

補足

年
度
別
事
業
計
画

予
算
額

○相談体制の確立
　・移住相談窓口の設置
　・定住支援員の配置
○移住情報の発信
　・全国移住フェアへの出展
　・市ＨＰへの掲載　　　　　　　など
○体験機会の創出
　・移住体験ツアーの実施

一般財源

移住相談窓口や移住フェアで相談を受けた件数

移住施策を活用した移住件数
6（12） 6（12）

単位 件（人） 件(人） 件(人）

計画値 6 6 6

計画値 5（10）成
果

50 50

単位 件 件

50

回 回

計画値

3,450千円

250千円

3,450千円

件

令和2年度 令和3年度

活
動

③

・移住支援金の追加
・Uターン就職ワークショップの追加

特記事項最終変更日

R1.12.24
事業内容

事業期間

事業費

その他
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